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平成 28年 3月期 第 2四半期 財務諸表の概要 

 

平成27年10月30日 

会  社  名  株 式 会 社 じ ぶ ん 銀 行 URL http://www.jibunbank.co.jp/  

代  表  者  代 表 取 締 役 社 長  鶴 我  明 憲  

問合せ先責任者  経 営 管 理 部 長  川 添  和 也 TEL (03) 6758－4350 

 特定取引勘定設置の有無 無 

  

                         （百万円未満切捨て） 
１．平成28年3月期 第2四半期（中間期）の業績(平成27年4月1日～平成27年9月30日) 
 

(1)経営成績                                                   
 経常収益 経常利益 中 間 純 利 益 

 百万円  百万円 

 

百万円 

 
27年9月中間期 12,464 802 616 

26年9月中間期 10,855 814 7,360 

 

 
１株当たり 

中間純利益 業務粗利益  業務純益 

  円    銭 百万円  百万円  

27年9月中間期             616   77 5,878 780 

26年9月中間期 7,360   90 5,627 735 

 

(2)財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
単体自己資本比率 
（国内基準） 

 百万円  百万円  ％   円    銭 ％  

27年9月中間期 794,595 30,315 3.8 30,315  06 11.49 

27年3月期 706,227 28,919 4.0 28,919  03 12.58 

(注) 1.「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

   2.「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の

充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。 
 

(3)キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

の中間期末残高 

 百万円  百万円  百万円   百万円 

27年9月中間期 15,781 22,151 － 120,596 

26年9月中間期 119,064 △108,993 － 125,075 

 

２．その他 

(1)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無 

② ①以外の会計方針の変更        ： 無  

③ 会計上の見積りの変更          ： 無  

④ 修正再表示               ： 無  

 

(2)発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数  27年9月中間期 1,000,000株  27年3月期   1,000,000株 

② 期中平均株式数（中間期） 27年9月中間期 1,000,000株  26年9月中間期 1,000,000株 

 

http://www.jibunbank.co.jp/
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1. 中間財務諸表 

 

(1) 中間貸借対照表（平成27年9月30日現在） 

（単位：百万円） 

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

120,596  751,191  

110,740  40  

49,261  10,181  

4,100  289  

386,814  1,302  

102,183  4,141  

572  3,085  

6,588  1,362  

1,157  123  

12,580  42  

2,701  

負債の部合計 764,280  

35,000  

15,000  

15,000  

△ 23,484  

△ 23,484  

△ 23,484  

26,515  

5,459  

△ 1,659  

3,799  

純資産の部合計 30,315  

資産の部合計 794,595  負債及び純資産の部合計 794,595  

コ ー ル マ ネ ー

そ の 他 負 債

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

コ ー ル ロ ー ン

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

金 銭 の 信 託

金 融 派 生 商 品

資 本 金

資 本 準 備 金

そ の 他 の 負 債

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 預 金

買 入 金 銭 債 権

貸 出 金

未 払 法 人 税 等

有 価 証 券

（純資産の部）

先 物 取 引 受 入 証 拠 金

繰 延 税 金 負 債

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 剰 余 金

その他有 価証 券評 価差 額金

 
注：記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(2) 中間損益計算書（平成27年4月1日～平成27年9月30日） 

（単位：百万円） 

科          目 金          額

12,464  

8,633  

(6,754) 

(1,394) 

952  

2,854  

24  

11,661  

697  

(564) 

4,304  

1,559  

5,098  

1  

802  

61  

741  

124  

616  中 間 純 利 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

(うち有価証券利息配当金)

( う ち 預 金 利 息 )

役 務 取 引 等 費 用

 

注：記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(3) 中間株主資本等変動計算書（平成27年4月 1日～平成27年9月30日）          

 （単位：百万円） 

資本剰余金 利益剰余金

その他
利益剰余金

繰越利益
剰余金

当期首残高 35,000 15,000 △ 24,101 25,898 5,564 △ 2,544 3,020 28,919

当中間期変動額

  中間純利益 － － 616 616 － － － 616

  株主資本以外の
  項目の当中間期
　変動額（純額）

－ － － － △ 105 884 779 779

当中間期変動額合計 － － 616 616 △ 105 884 779 1,396

当中間期末残高 35,000 15,000 △ 23,484 26,515 5,459 △ 1,659 3,799 30,315

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

資本金 資本
準備金

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

純資産
合計

株主資本

株主
資本
合計

 
注：記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 (4) 中間キャッシュ・フロー計算書（平成27年4月 1日～平成27年9月30日） 

（単位：百万円） 

科          目 金          額

税引前当期純利益 741

減価償却費 1,046

のれん償却額 80

賞与引当金の増減（△） 7

退職給付引当金の増減（△） 9

資金運用収益 △ 8,633

資金調達費用 697

有価証券関係損益（△） △ 1,689

為替差損益（△は益） △ 1,165

貸出金の純増（△）減 △ 11,462

預金の純増減（△） 89,713

コールローンの純増（△）減 △ 60,377

コールマネーの純増減（△） △ 1,540

外国為替（資産）の純増（△）減 △ 229

資金運用による収入 8,779

資金調達による支出 △ 531

その他 682

16,128

法人税等の支払額 △ 346

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,781

買入金銭債権の償還による収入 4,542

有価証券の取得による支出 △ 33,293

有価証券の売却による収入 46,416

有価証券の償還による収入 7,911

金銭の信託の増加による支出 △ 600

有形固定資産の取得による支出 △ 277

無形固定資産の取得による支出 △ 2,548

投資活動によるキャッシュ・フロー 22,151

財務活動によるキャッシュ・フロー -

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 33

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 37,932

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 82,697

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 120,596

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

小計

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 

注：記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価

法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。なお、その他有価証券の評価差額

については、全部純資産直入法により処理しております。 

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

3. 買入金銭債権のうち有価証券に準じるものの評価基準及び評価方法 

満期保有目的の買入金銭債権の評価は、移動平均法による償却原価法（定額法）により行っております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

    有形固定資産は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建 物  8～18年 

     その他  5～15年 

  (2) 無形固定資産 

    無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内に

おける利用可能期間（5年または10年）に基づいて償却しております。また、のれんの償却については、

その効果が発現すると見込まれる期間（20年）で均等償却しております。 

5. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6. 引当金の計上基準  

(1) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当 

中間期に帰属する額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員への退職一時金（確定給付）の支払いに備えるため、簡便法により当中間会

計期間末における自己都合退職による期末要支給額を計上しております。 

7. ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

    金融資産から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジを適用して

おります。その他有価証券に区分している固定金利の債券の相場変動を相殺するヘッジにおいては、 

個別にヘッジを識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定しております。ヘッジ有効性評価の

方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、へッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を 

比較し両者の変動額を基礎にして判断しております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金銭債権にかかる為替予約については振当処理を行っております。為替予約については、原則と

して為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後の為替変動による相関関係は完全に確保されており、その判定をもって

有効性の判定に代えております。 

8. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等はその他資産に計上し、5年間で均等償却を行っております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

1. 為替決済等の取引の担保として、有価証券200,755百万円を差し入れております。また、その他の資産の 

うち保証金は208百万円であります。 

2. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない 

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高 

は、105,987百万円であります。これらは全て任意の時期に無条件で当行が解約可能なものであります。 

3. 有形固定資産の減価償却累計額 350百万円 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株） 

 前事業年度末 

株式数 

当中間会計期間 

増加株式数 

当中間会計期間 

減少株式数 

当中間会計期間末 

株式数 
摘要 

発行済株式普通株式 1,000 － － 1,000 － 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間貸借対照表上の「現金預け金」であります。 

 

（金融商品関係） 

1． 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当行は、預金、貸出、有価証券投資、為替などの金融サービス事業を行っております。 

これらの事業を行うため、市場の状況に応じ長短のバランスを調整するなどして、金利・為替などの 

変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）を行っております。その 

一環として、デリバティブ取引を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当行は、貸出金や債券等の金融商品を保有しております。これにより、信用リスク、市場リスクに晒さ

れております。 

信用リスクとしては、貸出金や市場取引などについて、経済環境の変化や債務者の状況悪化等により、

契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。 

市場リスクとしては、内外金利、為替レート、債券の市場変動等が挙げられます。例えば金利が上昇 

した場合、当行の保有する国債をはじめとする債券ポートフォリオの価値が減少します。 

デリバティブ取引としては、主に、金利の変動リスクに対するヘッジ手段として、金利スワップ取引を

行い、 ヘッジ会計を適用する場合があります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当行は、信用リスク管理規則に基づき、与信管理に関する体制を整備し運営しております。 

貸出業務については、当行は現状、法人融資を行っておりませんので、個人融資先へのリスクに限定 

されます。 

個人への融資にあたっては、当行及び保証会社の双方にて審査を行うことで、与信管理を行う体制を 

構築しております。また、保証会社より保証を取得することで、リスクの軽減を図っております。 

市場業務に係る信用リスクに関しては、外部格付を基に、有価証券の発行体や市場取引の相手方のリス

ク評価を定期的に実施し、また有価証券時価の把握を定期的に行い、管理しております。 

② 市場リスクの管理 

（ⅰ）リスク管理体制 

当行では、フロントオフィス（市場取引実施部署）から独立した、ミドルオフィス（リスク管理部

署）及びバックオフィス（事務管理部署）を設置し、相互に牽制が働く体制としております。 

また、経営陣によるALM委員会を毎月開催し、市場・流動性リスクの管理・運営、及び資産・負債・
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資本運営に関する重要事項を審議しております。 

（ⅱ）市場リスクマネジメント 

当行では、市場リスクの状況や、リスク限度枠・損失限度協議基準に照らした適正性を、それぞれ

日次で計測・確認し経営陣あてに報告するとともに、ストレステストなどを用いたリスク分析を行

い、上記日次報告に織り込むとともにALM委員会への報告を実施しております。 

運営においては、資金の平均運用期間と平均調達期間のバランスを取ることで市場リスクを適正に

コントロールし、経営体力に見合ったALM 操作を行うことを基本方針とし、適切なリスク運営を 

行っております。 

（ⅲ）市場リスクに係る定量的情報 

市場リスクは他のリスクに比べ日々の変動が大きいため、当行ではバリュー・アット・リスク（VaR）

を用いた市場リスク量を日次で把握・管理しております。 

市場リスク計測モデルにはヒストリカル・シミュレーション法（保有期間21営業日、信頼水準99％、

観測期間250営業日）を採用しております。ヒストリカル・シミュレーション法とは、現在のポー

トフォリオに対して、過去一定期間内で実際に起きた市場変動をあてはめた場合に発生すると推定

される損益をシミュレーションしてVaRを算出する手法で、市場変動の特性を直接的に反映させる

ことが可能になること等が特徴です。 

平成27年9月30日現在における当行のVaRは、4,770百万円です。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行では、円貨・外貨のそれぞれについて、資金調達の構成内容や資金繰りギャップの管理、資金流動

性維持のための準備資産の管理などを行い、適正な資金流動性の確保に努めております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれる場合があります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる

前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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2． 金融商品の時価等に関する事項 

平成27年9月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。 

                                                                                     （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金預け金 120,596  120,596  -  

(2)コールローン 110,740  110,740  -  

(3)買入金銭債権 49,261 48,301  △960  

(4)金銭の信託 4,100  4,100  -  

(5)有価証券  

その他有価証券 

 

386,814  

 

386,814  

 

-  

(6)貸出金 102,183  102,183  -  

(7)外国為替 572  572  -  

資産計 774,269  773,308  △960  

(1)預金 751,191  751,919  727  

(2)コールマネー 40  40  -  

負債計 751,231  751,959  727  

デリバティブ取引    

ヘッジ会計が適用されていないもの (708)  (708)  -  

ヘッジ会計が適用されているもの          (1,659)   (1,659)  -  

デリバティブ取引計 (*)     (2,368)  (2,368)  -  

(*) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によっ

て生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で示して

おります。 

 

（注1）金融商品の時価の算定方法 

 資 産 

(1) 現金預け金   

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており 

ます。満期のある預け金については、残存期間が１年以内と短期間であり、時価は帳簿価額と近似して 

いることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン 

コールローンについては、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿 

価額を時価としております。 

(3) 買入金銭債権 

買入金銭債権については、取引金融機関から提示された価格、あるいは合理的な見積に基づく合理的に 

算定された価額によっております。 

(4) 金銭の信託 

金銭の信託については、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿 

価額を時価としております。 

(5) 有価証券 

債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、取引金融機関 

等から提示された価格によっております。 

(6) 貸出金 

貸出金については、取引期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を 

時価としております。 

(7) 外国為替 

外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）であります。これは、満期のない預け金で 

あり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 
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負  債 

(1) 預金 

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、 

定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定 

しております。この割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。 

なお、区分経理を行っている定期預金の約定元利金は、区分経理後のものとしております。 

(2) コールマネー 

コールマネーについては、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿 

価額を時価としております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（為替スワップ等）であり、時価は 

割引現在価値により算出した価額によっております。 

 

（注2）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額            （単位：百万円） 

 
1年以内 

1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

現金預け金 

コールローン 

買入金銭債権 

金銭の信託 

有価証券 

 国債 

 地方債 

 社債 

 その他 

貸出金 

外国為替 

120,596 

110,740 

467 

4,100 

    24,900 

－ 

－ 

8,600 

16,300 

102,183 

572 

－ 

－ 

－ 

－ 

40,400  

－ 

1,000 

21,100 

18,300 

－ 

－ 

－ 

－ 

22,246 

－ 

70,300  

－ 

1,000 

37,100 

32,200 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

    51,196 

 31,000 

   3,000 

  17,196 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

  133,546 

 111,000 

10,546 

12,000 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

25,380 

－ 

 51,000 

51,000 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

合計 363,560 40,400 92,546 51,196  133,546   76,380 

 

（注3）有利子負債の決算日後の返済予定額                     （単位：百万円） 

 
1年以内 

1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

預金(*) 696,645 20,862 7,681 －  26,001 － 

コールマネー 40 － － － － － 

合計 696,686 20,862 7,681 － 26,001 － 

(*) 預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。 
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（金銭の信託関係） 

1. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成27年9月 30日現在） 

                                              

 
中間貸借対照表   

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

うち貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

その他の金銭の信託 4,100  4,100  －  －  －  

(注) 「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないものはそれ 

ぞれ差額の内訳であります。 

 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」の一部が含まれております。 

1. 満期保有目的の債券（平成27年9月30日現在） 

                                              

2. その他有価証券（平成27年9月30日現在） 

                                              

(注) １ 貸借対照表計上額は、当中間会計期間末における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

２ 時価を把握する事が極めて困難と認められるその他有価証券 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

株式 500 

当株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他 

有価証券」には含めておりません。 

 

 

 

 

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が貸借対照表計上額を超え

るもの 

その他 467 469 1 

小計 467 469 1 

時価が貸借対照表計上額を超え

ないもの 

－ － －    － 

小計 － － － 

 合計 － － － 

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 

 国債 200,755 194,227 6,528 

 地方債 15,899 15,630 269 

 社債 97,210 96,162 1,048 

 その他 65,444 65,117 327 

小計 379,310 371,137 8,173 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 

 国債 － －  － 

 地方債 － － － 

 社債 － － － 

 その他 7,003 7,016 △13 

小計 7,003 7,016 △13 

 合計 386,314 378,154 8,160 
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3. 当中間会計期間中に売却したその他有価証券（自 平成27年4月1日 至 平成27年9月30日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

 国債 43,881 1,653 － 

 地方債 － － － 

 社債 2,535 35 － 

その他 － － － 

合計 46,416 1,689 － 

 

（1株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たりの純資産額  30,315円 06銭 

2. １株当たり中間純利益金額    616円 77銭 

 

（税効果会計関係） 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

 

                   （単位：百万円） 

繰延税金資産           

     税務上の繰越欠損金   7,729  

繰延ヘッジ損益      535 

     資産調整勘定     282 

その他          333     

    繰延税金資産小計                 8,882 

    評価性引当額                  △8,882    

    繰延税金資産合計                    －    

         

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金          2,701  

    繰延税金負債合計               2,701  

    繰延税金負債の純額                2,701  
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【参考】 

(1)比較貸借対照表 

（単位：百万円）

120,596 82,697 37,898

110,740 50,362 60,377

49,261 53,787 △ 4,525

4,100 3,500 600

386,814 406,406 △ 19,592

102,183 90,720 11,462

572 342 229

6,588 5,648 939

1,157 967 189

12,580 11,792 787

794,595 706,227 88,368

751,191 661,477 89,713

40 1,581 △ 1,540

10,181 11,346 △ 1,165

289 510 △ 221

9,892 10,835 △ 943

123 115 7

42 33 9

2,701 2,753 △ 51

764,280 677,308 86,972

35,000 35,000 ―

15,000 15,000 ―

15,000 15,000 ―

△ 23,484 △ 24,101 616

△ 23,484 △ 24,101 616

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 23,484 △ 24,101 616

26,515 25,898 616

5,459 5,564 △ 105

△ 1,659 △ 2,544 884

3,799 3,020 779

30,315 28,919 1,396

794,595 706,227 88,368

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成27年3月期末

(要約）(B)

比較

(A) - (B)

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

平成27年9月中間期(A)

繰 延 税 金 負 債

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

買 入 金 銭 債 権

貸 出 金

（ 負 債 の 部 ）

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

外 国 為 替

有 価 証 券

科　　　目

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

（ 資 産 の 部 ）

金 銭 の 信 託

そ の 他 有 価証 券評 価差 額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

預 金

コ ー ル マ ネ ー

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
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 (2)比較損益計算書 

（単位：百万円）

経 常 収 益 12,464 10,855 1,609

資 金 運 用 収 益 8,633 7,241 1,392

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） (6,754) (5,452) (1,302)

（う ち有価 証券利息 配当金） (1,394) (1,172) (221)

役 務 取 引 等 収 益 952 1,995 △ 1,043

そ の 他 業 務 収 益 2,854 1,538 1,316

そ の 他 経 常 収 益 24 79 △ 55

経 常 費 用 11,661 10,040 1,621

資 金 調 達 費 用 697 866 △ 168

（ う ち 預 金 利 息 ） (564) (530) (34)

役 務 取 引 等 費 用 4,304 3,376 928

そ の 他 業 務 費 用 1,559 904 654

営 業 経 費 5,098 4,892 206

そ の 他 経 常 費 用 1 0 0

経 常 利 益 802 814 △ 11

特 別 利 益 - 7,612 △ 7,612

特 別 損 失 61 533 △ 472

税 引 前 中 間 純 利 益 741 7,892 △ 7,151

法 人 税 、 住 民 税 及 び事 業 税 124 532 △ 407

中 間 純 利 益 616 7,360 △ 6,744

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比較(A) – (B)科　　　目 平成27年9月中間期(A) 平成26年9月中間期(B)
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2.  金融再生法ベースのカテゴリーによる開示 

                             （単位：百万円） 

 平成27年9月中間期末 平成27年3月期末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 － －  

危険債権 － －  

要管理債権 － －  

(注)上記は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づくものであります。 

 

3.  デリバティブ取引 

 (1)ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

（単位：百万円） 

区分 種類 
平成27年9月中間期末 平成27年3月期末 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

 

店頭 

金利関連取引 

売建 

買建 

 

26,936 

26,889 

 

278 

△276 

 

278 

△276 

  

24,723  

24,703  

 

178  

△177  

 

178  

△177  

合計 －  1 1 －  0  0  

通貨関連取引 

売建 

買建 

 

539 

5,723 

 

△4 

△704 

 

△4 

△704 

  

67  

3,875  

 

△7 

△168  

 

△7  

△168  

 合計  －  △709 △709 －  △175  △175  

(注)上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 

 

(2)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

        （単位：百万円）    

ヘッジ会計

の方法 
種類 主なヘッジ対象 

平成27年9月中間期末 平成27年3月期末 

契約額等 時価 契約額等 時価 

原則的     

処理方法 
金利スワップ その他有価証券 30,000 △1,659  50,000  △2,544 

合計 30,000  △1,659   50,000 △2,544 

(注)業種別監査委員会報告第24号等に基づき、繰延ヘッジによっております。 

 

4. 口座数 

                                        （単位：千口座） 

 平成27年9月中間期末 平成27年3月期末 

普通預金 2,008 1,913 

 

5. 預金の状況 

                        （単位：百万円） 

 平成27年9月中間期末 平成27年3月期末 

普通預金 210,426 201,878 

定期預金 508,398 429,476 

その他の預金 32,366 30,122 

合計 751,191 661,477 
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6. 定期預金の残存期間別残高 

                        （単位：百万円） 

 平成27年9月中間期末 平成27年3月期末 

3ヵ月以内 334,635 263,722 

3ヵ月超6ヵ月以内 63,908 43,558 

6ヵ月超1年以内 55,706 68,875 

1年超3年以内 20,466 3,460 

3年超 33,682 

 

49,859 

 合計 508,398 

 

429,476 

 

7. 営業経費の状況 

                                      （単位：百万円） 

 平成27年9月中間期末 平成26年9月中間期末 

人件費 756 686 

物件費 3,851 3,797 

 うち減価償却費  1,046 824 

税金 490 408 

合計 5,098 4,892 

 

8. 役員数、従業員数の状況 

                              （単位：人） 

 平成27年9月中間期末 平成27年3月期末 

役員 8 8 

 
取締役 5 5 

監査役 3 3 

従業員 187 179 

合計 195 187 

（注）従業員数は、執行役員、受入出向者を含み、派遣社員を含んでおりません。 
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【会社概要】（平成27年10月 30日現在） 

 

1. 会社名         株式会社じぶん銀行 （英文表記：Jibun Bank Corporation） 

 

2. 所在地         東京都中央区日本橋1丁目19番1号 日本橋ダイヤビルディング14階 

 

3. 代表者         代表取締役社長   鶴我 明憲 

              代表取締役副社長  小原 淳一 

 

4. 設立年月日       平成18年5月25日 

 

5. 開業年月日       平成20年6月26日 

 

6. 資本金         350億円 

 

7. 発行済株式数      普通株式 1,000,000株 

 

8. 株主構成         

株 主 名 所有株式数 持 株 比 率 

KDDI株式会社 500,000 株 50.00 ％ 

株式会社三菱東京UFJ銀行 500,000 株 50.00 ％ 

 

9. 取締役、監査役 代表取締役社長 鶴我 明憲 
及び執行役員一覧 代表取締役副社長 小原 淳一 
         取締役 松原 理   ／システム 兼 商品開発担当 
         取締役（非常勤） 竹澤 浩 
           取締役（非常勤） 小倉 律夫 
         常勤監査役 後藤 憲保 

            監査役（非常勤） 加藤 哲生 
            監査役（非常勤） 増田 英次  ／増田パートナーズ法律事務所弁護士 
            執行役員 鈴木 智   ／営業担当 
            執行役員 吉川 徹   ／経営企画担当 

              執行役員 酒井 宏二郎 ／チーフコンプライアンスオフィサー 
兼 チーフリスクオフィサー  
兼 カスタマーサービス担当 

 

 


